
平成14年３月期 中間決算短信（連結） 平成13年10月26日
 

 

上場会社名  上 場 取 引 所          東 

コード番号 ７８６２ 本社所在都道府県 東京都 

問 合 せ 先 責任者役職名 経理本部長 

 氏 名       新 田  健 二 T E L(03)3259-2465 

中間決算取締役会開催日 平成13年10月26日  

親 会 社 名      凸版印刷株式会社(コード番号：7911)  親会社における当社の株式保有比率  58.6％ 

米国会計基準採用の有無  無 

 

１．13年９月中間期の連結業績（平成13年４月１日～平成13年９月30日） 

(1)連結経営成績 （百万円未満は切り捨てて表示しております。） 

 
売 上 高 

対前年中間期 

増 減 率 
営 業 利 益 

対前年中間期 

増 減 率 
経 常 利 益 

対前年中間期 

増 減 率 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

13年９月中間期 97,802 (   6.5) 9,893 (  17.2) 10,032 (  12.5) 
12年９月中間期 91,796 (    ―) 8,442 (    ―) 8,915 (    ―) 

1 3 年 ３ 月 期 189,464  18,094  18,699  
 

 
中間（当期）純利益 

対前年中間期 

増 減 率 

１ 株 当 た り 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 

潜在株式調整後１株当たり 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 

 百万円 ％  円 銭  円 銭 

13年９月中間期 5,301 (  19.4)  46 19   ― 
12年９月中間期 4,440 (    ―)  38 64   ― 

1 3 年 ３ 月 期 9,272   80 68   ― 
 (注) 1．持分法投資損益 13年９月中間期 15百万円 12年９月中間期 16百万円 13年３月期 15百万円 

 2．期中平均株式数（連結）13年９月中間期 114,778,500株 12年９月中間期 114,925,500株 13年３月期 114,925,500株 

 3．会計処理の方法の変更        無 

 

(2)連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％  円 銭 

13年９月中間期 142,917 92,168 64.5  803 52 
12年９月中間期 134,718 85,222 63.3  742 02 
1 3 年 ３ 月 期 141,515 89,292 63.1  777 46 
(注) 期末発行済株式数（連結） 13年９月中間期 114,706,000株 12年９月中間期 114,851,000株 13年３月期 114,851,000株 

 

(3)連結キャッシュ・フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

13年９月中間期 4,447 △2,878 △1,303 18,153 
12年９月中間期 2,032 △2,751 △1,437 14,607 
1 3 年 ３ 月 期 12,547 △8,649 △2,568 18,112 
 

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連 結 子 会 社 数           17社 持分法適用非連結子会社数 ―社 持分法適用関連会社数 7社 

 

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連  結（新規） ―社 （除外） 1社 持分法 （新規） ―社 （除外） ―社 

 

２．14年３月期の連結業績予想（平成13年４月１日～平成14年３月31日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益  

  百万円  百万円  百万円   
         

通      期  198,500  20,400  11,100   
    

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）96円71銭 



 

 
 

－１－

（添付資料） 

 

（１）企業集団等の状況 

 

当社の企業集団は、当社、親会社、子会社18社及び関連会社７社で構成されており、その主な事業内容と当社 

及び関係会社の当該事業に係る位置づけ、ならびに事業の種類別セグメントの関連は次の通りであります。 

なお、これら関係会社のうち複数の事業に係わる会社がありますが、主要な事業項目で表示しております。 

 

区 分 主 な 事 業 内 容 主 要 な 関 係 会 社 

印 刷 事 業 

連続フォーム、シートフォーム、応用用紙、

統一伝票、封筒、カタログ、パンフレット、

チラシ、カード、ニューメディア、ＤＰＳ

(データプリントサービス) 、運送取扱業

及び倉庫業等 

当社、浜松トッパン・フォームズ㈱、トッパン・フォームプロセ

ス㈱、トッパン・フォームズ・サービス㈱、トッパン・フォーム

ズ(香港)社、トッパン・フォームズ(シンガポ－ル)社、トッパン・

フォームズ・カード・テクノロジーズ社、Ｔ．Ｆ．カンパニー社 

その他の事業 
サプライ品、機器類の販売・保守・修理等、

情報処理に関するシステム開発・設計 

当社、トッパン・フォームズ・オペレーション㈱、テクノ・トッ

パン・フォームズ㈱ 

 

 

事業の系統図は、次の通りであります。 

 

 

    

   
得 意 先 

 

           

           

 関係会社(親会社)    製造販売会社(海外)  

   凸版印刷㈱     ○トッパン・フォームズ(香港)社  

       ○トッパン・フォームズ(シンガポ－ル)社  

 製造会社(国内)     ○トッパン・フォームズ・カード・テクノロジーズ社  

  ○浜松トッパン・フォームズ㈱     ○トッパン・フォームズ・コンピュータ・システムズ社  

  ○トッパン・フォームプロセス㈱     ○マンソン・コンピュータ・フォーム社  

  ○山陽トッパン・フォームズ㈱     ○Ｔ．Ｆ．カンパニー社  

  ○北海道トッパン・フォームズ㈱     ※韓国トッパン・フォームズ社  

  ○香川ビジネスフォーム㈱     ※北京三盾カード技術有限公司  

  ○沖縄ビジネスフォーム㈱     ※深セン瑞興紙業有限公司  

       ※北京興華信息紙有限公司  

 製造加工・運送倉庫会社     ※データ・プロダクツ・トッパン・フォームズ社  

  ○トッパン・フォームズ・サービス㈱     ※トッパン・フォームズ(コロンボ)社  

  ○トッパン・フォームズ・サービス関西㈱     ※グラフィック・プレス・グループ社  

印 

 

 

 

刷 

 

 

 

事 

 

 

 

業 

  ○トッパン・フォームズ・サービス西日本㈱     他１社  

          

 用役サービス会社       

  ○トッパン・フォームズ・オペレーション㈱       

その

他の

事業   ○テクノ・トッパン・フォームズ㈱   

ト
ッ
パ
ン･

フ
ォ
ー
ム
ズ
株
式
会
社
（
製
造
販
売
会
社
） 

    

 

 

製品・商品           サ ー ビ ス       の流れ 

 

 (注) ○印は、連結子会社 ※印は、持分法適用会社 

 

 

 



 

 
 

－２－

（２）－１  経営方針 

 

１．経営の基本方針 
 
当社は、「顧客志向」を基本姿勢とし、長年にわたって培ってきたノウハウをもとに、時代のニーズに対応できる総

合的な情報管理サービス企業として、｢信頼される企業｣をめざしております。 
そのために、情報ソリューションサービス事業の展開や高付加価値製品の開発改良、製造システムの効率化による徹

底したコスト削減をおこない、情報管理のサービスとサポート分野での確固たる地位の確立をめざして事業基盤の整備

拡大に努めてまいります。 

 

２．利益処分に対する基本方針 

 
当社は株主の皆様への利益還元に関しまして、事業の成長を図り業績に裏付けされた安定的かつ継続的な配当をおこ

なうことを経営の重要課題の一つとして位置づけるとともに、企業体質の強化をはかりながら株主資本利益率の向上を

めざしております。 
内部留保資金の使途につきましては、企業価値増大の観点から既存設備の合理化・省力化および新規事業の開拓と研

究開発の投資に充当してまいります。 
具体的には今期中間配当金として１株当り11円、期末配当金に関しては12円を予定しております。 

 
３．中期的な経営戦略 

 
当社は中長期的な視点にたち、ビジネスフォームおよびＤＰＳ（データ・プリント・サービス）にかかわる技術をコ

アとして、総合的な情報管理サービスの提供で顧客価値の創造を追求してまいります。 
ビジネスフォーム分野では、要素技術の活用によりリサイクル化や高機能化などの研究開発を進め、変化する

ニーズに対処してまいります。またＤＰＳ分野では、ＤＯＤ（デジタル・プリンティングオンデマンド）を含め

た新用途の研究・新分野の開拓と、顧客のコミュニケーションにおける課題を総合的に解決する提案体制を強化

してまいります。ＩＭＳ分野（インフォメーション・マネージメント・サービス）におきましては、インターネ

ットを中心とした電子ドキュメント、電子配信などデジタルメディアを活用した新製品、新サービスを開発・提

供してまいります。さらに、関連グループ会社と協力して、積極的なコスト改善に努めるとともに、セキュリテ

ィ面の充実をめざしてまいります。 
環境問題への対応につきましては、最終処分廃棄物の減量化を進めるとともにエコロジー製品の開発・提供をとおし

て環境保全に貢献してまいります。 
また、キャッシュ・フローを重視した資産効率の向上を推進し、一層の業績向上に努めてまいります。 
 



 

 
 

－３－

（２）－２  経営成績 
 

当中間期のわが国経済は、米国経済における景気後退の影響を受け、牽引役であったＩＴ関連産業の減速や、これに

伴う設備投資の抑制、失業率の悪化、個人消費の停滞などにより、依然として低調に推移しました。 
ビジネスフォーム業界におきましても、用紙価格は一応の安定を見せはじめたものの、企業活動の合理化に伴う価格

引き下げの要求は引き続き強く、従来型ビジネスフォームの需要構造の変化が進み、厳しい環境が続きました。 
このような状況のなか、当社および国内外の関連グループ各社は顧客志向の姿勢を徹底し、市場のニーズに即応する

とともに、事業活動全般にわたる効率化・合理化を推進して、業績向上に努めました。 

 

以上の結果、売上高は前中間連結会計期間に比べ6.5％増の978億円となりました。 

損益面では、経常利益が100億円となり前中間連結会計期間に比べ12.5％増、中間純利益は19.4％増の53億円となり

ました。 

 

セグメント別の状況は下記の通りです。 

 

印 刷 事 業           売 上 高 787億円 （対前年中間期 7.4％増） 

ビジネスフォームでは、従来型製品における需要減退や販売競争の激化による価格低下があったものの、制

度改革・規制緩和を受けてポステックス（隠蔽はがき）などメール関連フォームや販売促進関連印刷物が増

加し、その結果微増となりました。 

ＤＰＳでは、金融業界における顧客関係強化ツールとしてＤＯＤによるフルカラー可変印字の個人向け通知冊

子といった新規用途開拓や、ダイレクトメール・請求書などのビジネスメールおよびアウトソーシング業務の

新規受注により好調に推移いたしました。 

 

そ の 他 の 事 業           売 上 高 190億円 （対前年中間期 3.0％増） 

事務用サプライ品は、激しい価格競争により苦戦しましたが、消耗品などの販売量が増加し、微増となりまし

た。 

また、事務機器関連は、設備投資の抑制などにより前年を下回りました。一方、人材派遣は金融機関を中心と

したネットワーク系業務運用管理の新規受注により好調に推移いたしました。 

 

今後の見通しにつきましては、社会や経済の不安定な状況が長期化することも見込まれ、経営環境も不透明な厳

しい状況が続くものと予想されます。 

ビジネスフォーム業界におきましても、引き続きネットワークの一層の拡大による需要構造の変化と競争の激化

に加えて、予測困難な市場環境が続くと考えられます。 

このようななか、当社および関連グループ各社は市場ニーズを的確に捉え、設備や人員の最適化を図り、コスト

構造の革新を進め収益向上に努めてまいります。 

通期の業績の見通しとしては、売上高1,985億円、経常利益204億円、当期純利益111億円を見込んでおります。 

 



 

 
 

－４－

（３）  比較中間連結財務諸表等 

 

（３）－１  比較中間連結貸借対照表 

（単位：百万円） 

期    別 

 

科    目 

当中間連結会計期間末 

 

( 1 3 . ９ . 3 0 ) 

前中間連結会計期間末 

 

( 1 2 . ９ . 3 0 ) 

増 減 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

( 1 3 . ３ . 3 1 ) 

流 動 資 産 7 4 , 2 4 1  6 7 , 6 6 0  6 , 5 8 0  7 1 , 7 6 1  

現 金 及 び 預 金 1 4 , 1 5 3  1 3 , 7 0 7  4 4 5  1 3 , 6 1 2  

受取手形及び売掛金 3 7 , 8 5 0  3 5 , 5 5 7  2 , 2 9 2  3 6 , 3 6 3  

有 価 証 券 4 , 0 0 0  9 9 9  3 , 0 0 0  4 , 5 9 9  

た な 卸 資 産 1 3 , 6 5 8  1 3 , 2 0 9  4 4 8  1 3 , 7 1 2  

前 払 費 用 1 , 6 6 1  1 , 7 2 5  △ 6 3  9 7 7  

繰 延 税 金 資 産 1 , 7 0 7  1 , 2 4 2  4 6 4  1 , 3 2 1  

そ の 他 1 , 3 4 2  1 , 3 2 0  2 1  1 , 2 8 8  

貸 倒 引 当 金 △ 1 3 0  △ 1 0 2  △ 2 8  △ 1 1 5  

固 定 資 産 6 8 , 6 7 6  6 7 , 0 5 8  1 , 6 1 8  6 9 , 7 5 4  

有 形 固 定 資 産 4 8 , 2 2 9  4 8 , 9 1 6  △ 6 8 7  4 8 , 8 4 3  

建 物 及 び 構 築 物 1 5 , 7 6 4  1 4 , 4 2 5  1 , 3 3 8  1 5 , 9 3 8  

機械装置及び運搬具 1 3 , 3 1 8  1 3 , 0 5 9  2 5 8  1 3 , 5 4 1  

工 具 器 具 備 品 1 , 4 5 9  1 , 8 3 0  △ 3 7 0  1 , 6 1 7  

土 地 1 7 , 0 0 7  1 6 , 9 9 9  7  1 7 , 0 0 3  

建 設 仮 勘 定 6 7 9  2 , 6 0 1  △ 1 , 9 2 2  7 4 3  

無 形 固 定 資 産 1 , 3 3 1  1 , 0 4 8  2 8 2  1 , 2 7 0  

借 地 権 そ の 他 1 , 3 3 1  1 , 0 4 8  2 8 2  1 , 2 7 0  

投 資 そ の 他 の 資 産 1 9 , 1 1 5  1 7 , 0 9 2  2 , 0 2 3  1 9 , 6 3 9  

投 資 有 価 証 券 7 , 5 7 7  6 , 8 0 7  7 7 0  9 , 0 1 3  

長 期 貸 付 金 2 2  6 1  △ 3 8  5 6  

長 期 前 払 費 用 9 9  8 9  1 0  9 7  

敷 金 ・ 保 証 金 4 , 3 8 2  4 , 4 4 9  △ 6 7  4 , 3 9 4  

保 険 積 立 金 4 , 6 2 7  4 , 0 5 2  5 7 5  4 , 2 9 6  

繰 延 税 金 資 産 1 , 2 1 4  4 7 9  7 3 5  5 8 9  

そ の 他 1 , 5 5 9  1 , 3 7 3  1 8 5  1 , 4 7 8  

資 

 

 

 

 

 

 

産 

 

 

 

 

 

 

の 

 

 

 

 

 

 

部 

貸 倒 引 当 金 △ 3 6 8  △ 2 1 9  △ 1 4 8  △ 2 8 6  

資 産 合 計 1 4 2 , 9 1 7  1 3 4 , 7 1 8  8 , 1 9 8  1 4 1 , 5 1 5  

 

 



 

 
 

－５－

（単位：百万円） 

期    別 

 

科    目 

当中間連結会計期間末 

 

( 1 3 . ９ . 3 0 ) 

前中間連結会計期間末 

 

( 1 2 . ９ . 3 0 ) 

増 減 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

( 1 3 . ３ . 3 1 ) 

流 動 負 債 4 8 , 3 0 9  4 7 , 3 9 4  9 1 4  5 0 , 2 0 7  

支払手形及び買掛金 3 0 , 9 7 2  2 9 , 6 8 6  1 , 2 8 6  3 2 , 6 0 3  

短 期 借 入 金 9 0 9  7 9 1  1 1 8  1 , 0 1 4  

未 払 法 人 税 等 4 , 6 0 9  3 , 5 7 7  1 , 0 3 2  3 , 9 2 5  

未 払 消 費 税 等 8 3 3  6 8 7  1 4 5  6 9 1  

未 払 費 用 2 , 8 5 1  2 , 7 4 1  1 1 0  2 , 7 2 9  

賞 与 引 当 金 4 , 4 1 7  4 , 3 4 4  7 3  4 , 3 6 4  

設 備 支 払 手 形 1 , 4 3 7  3 , 2 6 7  △ 1 , 8 2 9  1 , 7 0 1  

そ の 他 2 , 2 7 7  2 , 2 9 9  △ 2 2  3 , 1 7 6  

固 定 負 債 1 , 8 3 0  1 , 4 7 4  3 5 5  1 , 4 1 2  

長 期 借 入 金 5 7 2  1 9 1  3 8 1  9 9  

繰 延 税 金 負 債 1 5 9  1 4 9  1 0  1 5 1  

退 職 給 付 引 当 金 4 8 6  4 8 5  1  4 3 9  

役員退職慰労引当金 5 4 9  5 9 8  △ 4 9  6 4 3  

そ の 他 6 2  4 9  1 2  7 8  

負 

 

 

 

債 

 

 

 

の 

 

 

 

部 

負 債 合 計 5 0 , 1 4 0  4 8 , 8 6 9  1 , 2 7 0  5 1 , 6 1 9  

少 数 株 主 持 分 6 0 8  6 2 7  △ 1 8  6 0 3  

資 本 金 1 1 , 7 5 0  1 1 , 7 5 0  ―  1 1 , 7 5 0  

資 本 準 備 金 9 , 2 7 0  9 , 2 7 0  ―  9 , 2 7 0  

連 結 剰 余 金 7 2 , 2 1 2  6 4 , 6 1 8  7 , 5 9 4  6 8 , 3 0 2  

その他有価証券評価差額金 1 9 0  7 9 4  △ 6 0 4  1 , 0 3 6  

為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 5 7 0  △ 8 3 6  2 6 5  △ 6 9 1  

自 己 株 式 △ 6 8 3  △ 3 7 4  △ 3 0 9  △ 3 7 4  

資 

本 

の 

部 

資 本 合 計 9 2 , 1 6 8  8 5 , 2 2 2  6 , 9 4 6  8 9 , 2 9 2  

負債、少数株主持分及び資本合計 1 4 2 , 9 1 7  1 3 4 , 7 1 8  8 , 1 9 8  1 4 1 , 5 1 5  

(注) 1．有形固定資産の減価償却累計額 63,677百万円 61,036百万円  62,889百万円 

 2．非連結子会社及び関連会社の株式 429百万円 399百万円  391百万円 

 3．保 証 債 務             34百万円 37百万円  35百万円 

 4．当中間連結会計期間および前中間連結会計期間、前連結会計年度の末日は金融機関の休日でありますが、満期

日に決済が行われたものとして処理しております。 

各期間の末日における満期手形の金額は次のとおりであります。 

受 取 手 形 727百万円 717百万円  739百万円 

支 払 手 形 80百万円 120百万円  102百万円 

設 備 支 払 手 形 63百万円 1百万円  2百万円 

 



 

 
 

－６－

（３）－２  比較中間連結損益計算書 

（単位：百万円） 

期    別 

 

科    目 

当中間連結会計期間 

 

( 13.４.１～13 .９.3 0 ) 

前中間連結会計期間 

 

( 12.４.１～12 .９.3 0 ) 

増 減 

前連結会計年度の 

要 約 損 益 計 算 書 

(12.４.１～13 .３.3 1 ) 

売 上 高 9 7 , 8 0 2  9 1 , 7 9 6  6 , 0 0 6  1 8 9 , 4 6 4  

売 上 原 価 7 0 , 7 5 8  6 6 , 3 6 7  4 , 3 9 1  1 3 7 , 4 1 0  

売 上 総 利 益 2 7 , 0 4 4  2 5 , 4 2 9  1 , 6 1 5  5 2 , 0 5 3  

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1 7 , 1 5 1  1 6 , 9 8 6  1 6 4  3 3 , 9 5 9  

営 業 利 益 9 , 8 9 3  8 , 4 4 2  1 , 4 5 0  1 8 , 0 9 4  

営 業 外 収 益 3 1 3  5 9 0  △ 2 7 6  8 9 9  

受 取 利 息 6  1 0  △ 3  1 8  

受 取 配 当 金 7 3  6 2  1 0  7 2  

特 許 料 収 入 7 1  1 6 3  △ 9 1  2 6 7  

積 立 保 険 返 戻 益 1 2  1 3 5  △ 1 2 3  1 5 9  

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 1 5  1 6  △ 1  1 5  

そ の 他 1 3 4  2 0 2  △ 6 8  3 6 5  

営 業 外 費 用 1 7 3  1 1 7  5 6  2 9 4  

支 払 利 息 3 9  3 2  7  6 9  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 9 3  5 8  3 5  1 5 6  

そ の 他 3 9  2 7  1 2  6 7  

経 常 利 益 1 0 , 0 3 2  8 , 9 1 5  1 , 1 1 7  1 8 , 6 9 9  

特 別 利 益 3  1 , 4 0 0  △ 1 , 3 9 7  1 , 4 1 7  

固 定 資 産 売 却 益 3  1  1  1 7  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 ―  ―  ―  0  

退 職 給 付 信 託 設 定 益 ―  1 , 3 9 9  △ 1 , 3 9 9  1 , 3 9 9  

特 別 損 失 6 0 7  2 , 3 2 6  △ 1 , 7 1 9  3 , 2 8 0  

固 定 資 産 除 却 損 4 0 1  4 0  3 6 1  1 0 5  

投 資 有 価 証 券 売 却 損 0  2 1  △ 2 0  3 2  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 8 5  ―  8 5  ―  

会 員 権 評 価 損 5 0  2 1  2 8  5 5  

工 場 移 転 費 用 3 6  ―  3 6  ―  

退職給付に係る会計基準変更時差異の費用処理額 ―  2 , 2 4 3  △ 2 , 2 4 3  3 , 0 8 7  

そ の 他 3 1  ―  3 1  ―  

税金等調整前中間（当期）純利益 9 , 4 2 9  7 , 9 8 9  1 , 4 3 9  1 6 , 8 3 6  

法人税、住民税及び事業税 4 , 5 4 2  3 , 9 8 1  5 6 1  8 , 3 4 1  

法 人 税 等 調 整 額 △ 3 9 5  △ 4 6 6  7 0  △ 8 3 7  

少 数 株 主 利 益 △ 1 9  3 4  △ 5 3  6 0  

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 5 , 3 0 1  4 , 4 4 0  8 6 1  9 , 2 7 2  

(注)  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 1,057百万円 1,079百万円  2,185百万円 

 



 

 
 

－７－

（３）－３  比較中間連結剰余金計算書 

（単位：百万円） 

期    別 

 

科    目 

当中間連結会計期間 

 

( 13.４.１～13 .９.3 0 ) 

前中間連結会計期間 

 

( 12.４.１～12 .９.3 0 ) 

増 減 

前連結会計年度の 

要 約剰余金計算書 

(12.４.１～13 .３.3 1 ) 

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 6 8 , 3 0 2  6 1 , 4 6 1  6 , 8 4 1  6 1 , 4 6 1  

連 結 剰 余 金 減 少 高 1 , 3 9 1  1 , 2 8 2  1 0 8  2 , 4 3 1  

配 当 金 1 , 2 6 3  1 , 1 5 0  1 1 3  2 , 2 9 8  

取 締 役 賞 与 1 2 7  1 3 2  △ 5  1 3 2  

連結子会社の減少に伴う剰余金減少高 0  ―  0  ―  

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 5 , 3 0 1  4 , 4 4 0  8 6 1  9 , 2 7 2  

連 結 剰 余 金 期 末 残 高 7 2 , 2 1 2  6 4 , 6 1 8  7 , 5 9 4  6 8 , 3 0 2  

 

 



 

 
 

－８－

（３）－４  比較中間連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円） 

期    別 

 

科    目 

当中間連結会計期間 

 

( 13.４.１～13 .９.3 0 ) 

前中間連結会計期間 

 

( 12.４.１～12 .９.3 0 ) 

増 減 

前連結会計年度の 

要約キャッシュ･フロー計算書 

(12.４.１～13 .３.3 1 ) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     
 1．税金等調整前中間（当期）純利益 9 , 4 2 9  7 , 9 8 9  1 , 4 3 9  1 6 , 8 3 6  
 2．減 価 償 却 費 2 , 2 9 6  2 , 2 7 2  2 3  4 , 7 9 9  
 3．貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 9 2  △ 8 5  1 7 8  △ 9  
 4．受取利息及び受取配当金 △ 8 0  △ 7 2  △ 7  △ 9 6  
 5．支 払 利 息 3 9  3 2  7  6 9  
 6．積 立 保 険 返 戻 益 △ 1 2  △ 1 3 5  1 2 3  △ 1 5 9  
 7．持分法による投資利益 △ 1 5  △ 1 6  1  △ 1 5  
 8．投 資 有 価 証 券 売 却 損 0  2 1  △ 2 0  3 2  
 9．投 資 有 価 証 券 評 価 損 8 5  ―  8 5  ―  
10．そ の 他 投 資 等 評 価 損 ―  ―  ―  2 0  
11．会 員 権 評 価 損 5 0  2 1  2 8  5 5  
12．固 定 資 産 除 売 却 損 4 0 1  4 0  3 6 1  1 0 5  
13．固 定 資 産 売 却 益 △ 3  △ 1  △ 1  △ 1 7  
14．賞 与 引 当 金 の 増 減 額 4 3  1 3 5  △ 9 2  1 4 6  
15．役 員 賞 与 の 支 払 額 △ 1 2 8  △ 1 3 3  5  △ 1 3 3  
16．売 上 債 権 の 増 加 額 △ 1 , 3 2 9  △ 1 , 3 2 1  △ 8  △ 2 , 0 1 9  
17．た な 卸 資 産 の 増 減 額 1 3 4  △ 8 8 1  1 , 0 1 6  △ 1 , 2 9 8  
18．仕 入 債 務 の 増 減 額 △ 1 , 6 4 6  △ 4 9 5  △ 1 , 1 5 0  2 , 3 1 7  
19．未払消費税等の増減額 1 5 0  △ 2 4 5  3 9 6  △ 2 4 1  
20．そ の 他 △ 1 , 2 5 3  △ 3 4 7  △ 9 0 6  9 3 0  

小 計         8 , 2 5 7  6 , 7 7 6  1 , 4 8 1  2 1 , 3 2 0  
21．利息及び配当金の受取額 8 0  7 2  8  9 7  
22．利 息 の 支 払 額 △ 4 7  △ 3 0  △ 1 7  △ 5 4  
23．法 人 税 等 の 支 払 額 △ 3 , 8 4 3  △ 4 , 7 8 5  9 4 2  △ 8 , 8 1 6  
営業活動によるキャッシュ・フロー 4 , 4 4 7  2 , 0 3 2  2 , 4 1 5  1 2 , 5 4 7  

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     
 1．有価証券の取得による支出 ―  △ 9 9  9 9  △ 9 9  
 2．有価証券の売却による収入 1 0 0  ―  1 0 0  ―  
 3．有形固定資産の取得による支出 △ 2 , 5 4 7  △ 3 , 3 7 9  8 3 2  △ 7 , 0 1 8  
 4．有形固定資産の売却による収入 5  6  △ 0  2 8  
 5．投資有価証券の取得による支出 △ 7 4  △ 4 0 3  3 2 8  △ 2 , 2 1 5  
 6．投資有価証券の売却及び償還による収入 4 5  5 3 4  △ 4 8 9  5 3 5  
 7．貸付金の回収による収入 1 9  3  1 6  6  
 8．その他の投資活動による支出 △ 1 , 0 6 2  △ 5 1 3  △ 5 4 8  △ 1 , 5 5 6  
 9．その他の投資活動による収入 6 3 5  1 , 0 9 9  △ 4 6 4  1 , 6 7 0  
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2 , 8 7 8  △ 2 , 7 5 1  △ 1 2 6  △ 8 , 6 4 9  

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     
 1．短期借入金の純増減額 1 8 8  2 6  1 6 1  8 2  
 2．ファイナンス・リース債務返済による支出 △ 2 4  △ 2 4  0  △ 4 7  
 3．長 期 借 入 に よ る 収 入 1 1 1  9 1  2 0  9 9  
 4．自己株式の取得による支出 △ 3 0 9  △ 3 7 4  6 5  △ 3 7 4  
 5．配 当 金 支 払 額 △ 1 , 2 6 2  △ 1 , 1 4 9  △ 1 1 3  △ 2 , 2 9 7  
 6．少数株主への配当金支払額 △ 7  △ 6  △ 1  △ 3 0  
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1 , 3 0 3  △ 1 , 4 3 7  1 3 3  △ 2 , 5 6 8  

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 3 4  △ 2  3 6  1 5  
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額               2 9 9  △ 2 , 1 5 9  2 , 4 5 9  1 , 3 4 5  
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1 8 , 1 1 2  1 6 , 7 6 7  1 , 3 4 5  1 6 , 7 6 7  
Ⅶ 連結範囲変更に伴う現金及び現金同等物の減少額 △ 2 5 9  ―  △ 2 5 9  ―  
Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 1 8 , 1 5 3  1 4 , 6 0 7  3 , 5 4 5  1 8 , 1 1 2  



 

 
 

－９－

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．連結の範囲 

(1) 連結子会社  17社 

主要会社名：（１）企業集団等の状況に記載しているため省略いたしました。 

なお、当中間連結会計期間において、株式の売却に伴いティー・エス・ビィー㈱を連結の範囲から除外してお

ります。 

(2) 非連結子会社 

トッパン・フォームズ・カード・テクノロジーズ（台湾）社は休眠会社であり、小規模で総資産、売上高、

中間純損益及び剰余金（持分に見合う額）が中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないため、中間連結財務諸

表規則に基づき連結の範囲から除外しております。 
２．持分法の適用  

(1) 持分法を適用した関連会社 ７社 

主要会社名：（１）企業集団等の状況に記載しているため省略いたしました。 

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社 

非連結子会社トッパン・フォームズ・カード・テクノロジーズ（台湾）社は休眠会社であり、小規模で中間

純損益及び連結剰余金に及ぼす影響が軽微であるため、中間連結財務諸表規則に基づき持分法の適用の範囲から

除外しております。 

 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社のうち、Ｔ．Ｆ．カンパニー社、他５社の中間決算日は６月30日であります。中間連結財務諸表の作

成にあたっては、同日現在における各社の財務諸表を使用しておりますが、中間連結決算日との間に生じた重要な

取引については、中間連結決算上必要な調整を行っております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

 a．売 買 目 的 有 価 証 券：時価法（売却原価は総平均法により算定） 

 b．満 期 保 有 目 的 債 券：償却原価法 

 c．そ の 他 有 価 証 券 

時価のあるもの：中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は主として総平均法により算定） 

時価のないもの：主として総平均法による原価法 

②デリバティブ 

時価法 

③たな卸資産 

 a．商品(サプライ)・原材料・貯蔵品：主として先入先出法による原価法 

 b．商品（機器）・製品・仕掛品               ：主として個別法による原価法 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方法 

①有形固定資産 

主として法人税法の規定に基づく定率法によっております。 

ただし、当社及び国内連結子会社については、平成10年度の法人税法の改正に伴い、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法によっております。 

②無形固定資産 

主として法人税法の規定に基づく定額法によっております。 

ただし、当社及び国内連結子会社における自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（主として５年）に基づく定額法を採用しております。 
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 (3) 重要な引当金の計上基準 

①貸 倒 引 当 金         ：債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

②賞 与 引 当 金：従業員に対して支給する賞与の当中間連結会計期間に負担すべき見積額を計上しており

ます。 

③退 職 給 付 引 当 金         ：当社及び主要な国内連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務に未認識過去勤務債務及び未認識数理計算上の差異を加減した

額から年金資産の額を控除した見込額に基づき、当中間連結会計期間の末日において発

生していると認められる額を計上しております。数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により翌年度から費用

処理することとしております。なお、会計基準変更時差異については、前連結会計年度

において一括償却しております。 

④役員退職慰労引当金：当社及び国内連結子会社は、役員の退職慰労金支給に充てるため、内規に基づく当中間

連結会計期間の末日における要支給額を計上しております。 

 (4) 重要な外貨建ての資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資産及び負債並びに収益及び費用は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は資本の部における為替換算調整勘定に含めております。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、主とし

て通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております｡ 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

主として、繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている

場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しておりま

す。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 a．為 替 予 約 ：外貨建債権債務及び外貨建予定取引 

 b．金利スワップ ：借入金 

③ヘッジ方針 

主として、当社の経理本部の管理のもとに、将来の為替・金利変動リスク回避のためにヘッジを行っており

ます。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ･フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ･フ

ロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。 

 (7) その他の中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理：税抜方式によっております。 

 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書（連結キャッシュ・フロー計算書）における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。 
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（リース取引関係） 

 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 （当中間連結会計期間）（前中間連結会計期間）（前連結会計年度） 

 百万円 百万円 百万円 

取 得 価 額 相 当 額 9,078 8,211 8,610 

減価償却累計額相当額 5,676 4,498 5,185 

中間期末残高相当額           3,402 3,713 3,425 

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 

 （当中間連結会計期間）（前中間連結会計期間）（前連結会計年度） 

 百万円 百万円 百万円 

１       年       内 1,431 1,521 1,450 

１       年       超 3,674 3,958 3,701 

合                計 5,106 5,480 5,152 

 

(3) 当中間会計期間の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 （当中間連結会計期間）（前中間連結会計期間）（前連結会計年度） 

 百万円 百万円 百万円 

支 払 リ ー ス 料 876 776 1,719 

減価償却費相当額 789 838 1,958 

支 払 利 息 相 当 額 116 93 252 

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

有 形 固 定 資 産         ：リース期間を耐用年数とし、残存価額を10%として計算した定率法による減価償却費相

当額に９分の10を乗じた額を各期の減価償却費相当額とする方法によっております。 

無 形 固 定 資 産         ：リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各連結会計年度への配分方法につい

ては、利息法によっております。 
 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

 （当中間連結会計期間）（前中間連結会計期間）（前連結会計年度） 

 百万円 百万円 百万円 

１       年       内 719 642 492 

１       年       超 3,258 2,082 1,598 

合                計 3,978 2,725 2,090 

 



 

 
 

－１２－

（４）セグメント情報 

 

１．事業の種類別セグメント情報 

 

(1) 当中間連結会計期間（平成13年４月１日～平成13年９月30日） （単位：百万円） 

 印 刷 事 業 その他の事業 計 消去又は全社 連 結 

Ⅰ  売上高及び営業損益      

売    上    高      

(1) 外部顧客に対する売上高 78,782 19,020 97,802 ― 97,802 

(2) セグメント間の内部売上高又は振替高 150 572 722 (    722) ― 

計 78,932 19,592 98,525 (    722) 97,802 

営  業  費  用 68,100 18,943 87,043 866 87,909 

営  業  利  益 10,832 649 11,482 (  1,589) 9,893 

 

(2) 前中間連結会計期間（平成12年４月１日～平成12年９月30日） （単位：百万円） 

 印 刷 事 業 その他の事業 計 消去又は全社 連 結 

Ⅰ  売上高及び営業損益      

売    上    高      

(1) 外部顧客に対する売上高 73,322 18,474 91,796 ― 91,796 

(2) セグメント間の内部売上高又は振替高 81 487 569 (    569) ― 

計 73,403 18,962 92,366 (    569) 91,796 

営  業  費  用 63,384 18,609 81,993 1,360 83,354 

営  業  利  益 10,019 352 10,372 (  1,929) 8,442 

 

(3) 前連結会計期間（平成12年４月１日～平成13年３月31日） （単位：百万円） 

 印 刷 事 業 その他の事業 計 消去又は全社 連 結 

Ⅰ  売上高及び営業損益      

売    上    高      

(1) 外部顧客に対する売上高 151,847 37,617 189,464 ― 189,464 

(2) セグメント間の内部売上高又は振替高 182 1,038 1,220 (  1,220) ― 

計 152,030 38,655 190,685 (  1,220) 189,464 

営  業  費  用 131,171 37,643 168,815 2,554 171,369 

営  業  利  益 20,858 1,011 21,870 (  3,775) 18,094 

(注) 1．事業区分の方法及び各区分に属する主要な名称 

①事業区分は製品の種類別区分によっております。 

②各事業の主な製品 

(1) 印 刷 事 業……印刷、加工の製造設備をもって生産される各種製品 

(2) その他の事業……商品販売業、機器販売業、用役サービス他 

 2．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は当中間連結会計期間は、1,589百万

円、前中間連結会計期間は、1,929百万円であり、前連結会計年度は、3,775百万円であります。その主なもの

は、当社の総務部門、経理部門及び情報システム部門等に係る費用及び基礎的試験研究に係る費用であります。 

 

２．所在地別セグメント情報 

各期間において、本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計の合計額に占める割合がいずれも90％超であるた

め、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

３．海外売上高 

各期間において、海外売上高は連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 



 

 
 

－１３－

（５）生産、受注の状況 

 

１．生 産 実 績 

（単位：百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度 

区 分 
金 額 

構 成 比 

(％) 
金 額 

構 成 比 

(％) 
金 額 

構 成 比 

(％) 

印 刷 事 業 77,990 100.0 71,490 100.0 146,812 100.0 

合 計 77,990 100.0 71,490 100.0 146,812 100.0 
(注) 1．金額は販売価格で表示しております。 

 2．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

 

２．受 注 実 績             

（単位：百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度 

区 分 
金 額 

構 成 比 

(％) 
金 額 

構 成 比 

(％) 
金 額 

構 成 比 

(％) 

印 刷 事 業 77,565 100.0 70,895 100.0 146,900 100.0 

合 計 77,565 100.0 70,895 100.0 146,900 100.0 
 (注) 1．金額は販売価格で表示しております。 

  2．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  3．各生産部門への製造指図書の送達実績を受注高として表示しております。 
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（６）有価証券関係 

 

当中間連結会計期間（平成13年９月30日現在） 

 

1．満期保有目的で時価のあるもの (単位：百万円) 

種       類 中間連結貸借対照表計上額 時    価 差    額 

①国債・地方債等          ― ― ― 
②社 債          ― ― ― 
③そ の 他          ― ― ― 
合      計 ― ― ― 

 

2．その他有価証券で時価のあるもの (単位：百万円) 

種       類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差 額 

①株 式 2,779 3,950 1,170 
②そ の 他 3 3 ― 

時価が連結貸借対照表 

計上額を超えるもの 
小   計 2,783 3,953 1,170 

①株 式 2,881 2,130 △750 
②そ の 他 667 577 △90 

時価が連結貸借対照表 

計上額を超えないもの 
小   計 3,549 2,707 △841 

合      計 6,332 6,661 328 
 

3．時価評価されていない主な有価証券 (単位：百万円) 

種       類 中間連結貸借対照表計上額 

1．そ の 他 有 価 証 券           
①非 上 場 株 式          486 
①そ の 他          4,000 
合      計 4,486 

 

前中間連結会計期間（平成12年９月30日現在） 

 

1．満期保有目的で時価のあるもの (単位：百万円) 

種       類 中間連結貸借対照表計上額 時 価 差 額 

①国債・地方債等          ― ― ― 
②社 債          99 99 ― 
③そ の 他          ― ― ― 
合      計 99 99 ― 

 

2．その他有価証券で時価のあるもの (単位：百万円) 

種       類 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差 額 

①株 式          2,747 4,332 1,584 
          〃 1,715 1,521 △194 
②債 券          ― ― ― 
③そ の 他          342 327 △14 
合      計 4,804 6,181 1,376 

 

3．時価評価されていない主な有価証券 (単位：百万円) 

種       類 中間連結貸借対照表計上額 

1．そ の 他 有 価 証 券           
①非 上 場 株 式          226 
①そ の 他          900 
合      計 1,126 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

－１５－

 

 

 

前連結会計年度（平成13年３月31日現在） 

 

1．満期保有目的の債券で時価のあるもの (単位：百万円) 

種       類 連結貸借対照表計上額 時 価 差 額 

①国債・地方債等 ― ― ― 
②社 債 99 99 ― 

時価が連結貸借対照表 

計上額を超えないもの 
③そ の 他 ― ― ― 
合      計 99 99 ― 

 

2．その他有価証券で時価のあるもの (単位：百万円) 

種       類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差 額 

①株 式 3,234 5,569 2,334 
②そ の 他 51 54 3 

時価が連結貸借対照表 

計上額を超えるもの 
小   計 3,286 5,624 2,338 

①株 式 2,424 1,917 △507 
②そ の 他 624 584 △40 

時価が連結貸借対照表 

計上額を超えないもの 
小   計 3,049 2,501 △548 

合      計 6,335 8,125 1,790 
 

3．当連結会計年度中に売却したその他の有価証券 (単位：百万円) 

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額 
35 0 32 

(注) この他に退職給付信託設定額（時価）2,249百万円及びそれに伴う退職給付信託設定益1,399百万円が発生しております。 

 

4．時価評価されていない主な有価証券 (単位：百万円) 

種       類 連結貸借対照表計上額 

そ の 他 有 価 証 券           
①非上場株式（店頭売買株式を除く） 496 
②そ の 他          4,500 
合      計 4,996 

 

 

（７）デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益 

 

当社及び連結子会社は、当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度のいずれにおいても、デリ

バティブ取引にはヘッジ会計を適用しているため、記載すべき事項はありません。 


